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貸　　借　　対　　照　　表
 

2024年３月31日現在

東京電力フュエル＆パワー株式会社
 

資　　　産　　　の　　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

科　　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　額

  百万円   百万円

 流動資産 151,691  流動負債 2,516

  現金及び預金 727   未払金 37

  売掛金 356   未払費用 1,471

  預入金 145,971   未払法人税等 897

  その他 4,635   その他 109

       

 固定資産 326,075  負債合計 2,516

  有形固定資産 355      

  建物 329    

  機械及び装置 23    

  工具、器具及び備品 2    

       

  投資その他の資産 325,720    

  関係会社株式 323,672  株主資本 475,251

  長期貸付金 2,044    

  その他 2   資本金 30,000

       

      資本剰余金 437,981

      資本準備金 7,500

      その他資本剰余金 430,481

       

      利益剰余金 7,269

      その他利益剰余金 7,269

      繰越利益剰余金 7,269

       

     純資産合計 475,251

       

  合　　　　　　計 477,767   合　　　　　　計 477,767
 

 



損 益 計 算 書

2023年４月１日から
2024年３月31日まで

東京電力フュエル＆パワー株式会社

(単位：百万円)

科 目 金 額

営業収益

グループ運営収入 3,890 3,890

営業費用

グループ運営費用 3,820

一般管理費 13,133 16,954

営業損失 13,063

営業外収益

受取利息 925

その他 0 925

営業外費用

雑損失 0 0

経常損失 12,138

特別損失

固定資産除却損 0 0

税引前当期純損失 12,139

法人税、住民税及び事業税 △3,801

当期純損失 8,337



株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
 

 2023年４月１日から2024年３月31日まで
 

東京電力フュエル＆パワー株式会社

(単位：百万円)
 

 

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

その他
資本剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当事業年度期首残高 30,000 7,500 430,481 29,134 497,116 497,116

当事業年度変動額            

剰余金の配当 － － － △13,527 △13,527 △13,527

当期純損失（△） － － － △8,337 △8,337 △8,337

当事業年度変動額合計 － － － △21,865 △21,865 △21,865

当事業年度末残高 30,000 7,500 430,481 7,269 475,251 475,251
 

 



個　別　注　記　表
 

2023年４月１日から
2024年３月31日まで

 

東京電力フュエル＆パワー株式会社
 

 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式は移動平均法による原価法によっている。

 
２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定額法によっている。

無形固定資産は定額法によっている。

 
３．重要な収益の計上基準

グループ運営収入

グループ運営収入は、グループ会社に対して行う経営指導に係る料金である。

経営指導に係る料金やその他の条件については、契約書に定めており、当該契約に基づいてグループ会社

に対して各サービスを提供することが履行義務である。

各サービスは、１年間の契約期間にわたり行うものであり、サービスの提供という履行義務の充足に従

い、一定の期間にわたり毎月収益を認識している。

 
【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 581百万円
 

 
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

長期金銭債権 2,044百万円 短期金銭債権 4,072百万円 短期金銭債務 1,409百万円
 

 
【損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

営業取引による取引高 費用 14,612百万円 収益 3,890百万円

営業取引以外の取引による取引高   857百万円      
 

 
【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 15,400,000株
 

 
２．当事業年度中に行った剰余金の配当

  配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 13,527百万円 878円41銭 2023年３月31日 2023年６月30日

 

 
【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産の発生の主な原因は、組織再編に伴う関係会社株式である。

なお、繰延税金資産から同額の評価性引当額を控除しているため、繰延税金資産は貸借対照表に計上していな

い。

 
法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

グループ通算制度を適用している。また、グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

いに従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行って

いる。

 
 
 

 



 

 
【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

資金運用は短期的な預金等に限定している。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

預入金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略している。

市場価格のない株式等は、時価開示の対象としていない。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおり

である。

  (単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 323,672
 

 
【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社

種類
会社等の名称

又は氏名

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社
東京電力ホールデ

ィングス株式会社
電気事業

(被所有)

直接

100％

資金貸借取引

経営指導料の

支払

役員の兼任

資金の預入

(※１)
― 預入金 145,971

利息の受取

(※２)
857

流動資産

その他
―

経営指導料の

支払(※３)
14,580 未払費用 1,370

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(※１)資金の預入は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、市場金利を勘案して

利率を合理的に決定している。なお、取引が反復的に行われているため、取引金額の記載は省略してい

る。

(※２)利息の受取は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。

(※３)経営指導料は、親会社への集中化により品質や効率の向上が期待される業務等について、親会社に一括し

て委託するものであり、原価並びに市況を勘案し合理的に算定し、協議のうえ決定している。

 
２．関連会社

種類
会社等の名称

又は氏名

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連

会社
株式会社ＪＥＲＡ

電気事業

ガス事業

燃料調達

事業

(所有)

直接

50％

経営指導料の

受取

経営指導料の

受取(※)
3,890 売掛金 356

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(※)経営指導料は、株主がJERAから一括受託するものであり、原価並びに市況を勘案し合理的に算定し、協議の

うえ決定している。

 
【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 30,860円47銭
 

 
２．１株当たり当期純損失 541円42銭
 

 

【収益認識に関する注記】

収益を理解するための基礎となる情報

グループ運営収入

グループ運営収入は、グループ会社に対して行う経営指導に係る料金である。

経営指導に係る料金やその他の条件については、契約書に定めており、当該契約に基づいてグループ会社に

対して各サービスを提供することが履行義務である。
 



 

各サービスは、１年間の契約期間にわたり行うものであり、サービスの提供という履行義務の充足に従い、

一定の期間にわたり毎月収益を認識している。

各サービスの料金は、契約から生じた債権が確定して支払義務発生の月の翌月末までに収受している。

 
 （注） 本文中で用いた法令等の略称は、以下のとおりである。

本文中の表記 法令等の名称

グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関

する取扱い

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い（実務対応報

告第42号 2021年８月12日）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


